
科学技術を巡る情勢変化
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0.68％

政府負担額
政府負担割合
対ＧＤＰ比
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3.7兆円
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2.79％
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研究費総額
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研
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197兆円204兆円249兆円1,309兆円501兆円国内総生産
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国
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英
(02年度)

仏
(03年度)

独
(02年度)

米
(02年度)

日 本
(03年度)

国 名
項 目 ［注］

１．各国とも、人文・社会科学を含む。

２．邦貨への換算は国際通貨基金（ＩＭＦ）
為替レート（年平均）による。

３．米国及び仏国の研究費は暫定値である。
なお、米国の研究費は暦年の値を使用
している。

４．研究費政府負担額は、地方政府分も
含めた研究活動に使用された経費の
総額である。

５．研究者数は、専従換算値（FTE値）である。
６．日本の研究者数は、2004年３月31日
現在の数値。

７．民間における研究者数は、非営利団体
の研究者を含めている。

出典：文部科学省調べ

科学技術指標の国際比較
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科学技術を巡る情勢変化と時代認識

－第２期と第３期の違い－

第
２
期
科
学
技
術
基
本
計
画

〜
2001

2005

○ 世界大競争の深化； フロントランナーの厳しさ
・米国の世界的優位性、ＥＵの拡大、中国などアジアの台頭

・人・資金・モノ・情報の流れや、個人や企業の活動地選択のグローバル化

○ 人口減少時代の到来； 成長から成熟へ、個々の個性や能力の発揮

○知識基盤社会の進展； 知識を基にした価値創出と生産性向上

○科学技術を巡る国民意識の変化
・科学技術と社会の相互作用の高まり、安全・安心な社会、心の豊かさ

○ 科学技術の推進体制の変化
・総合科学技術会議の設置、文部科学省の発足、国立大学等の法人化、国立研究所等の独立行政

法人化

◆知の創造と活用により世界に貢献できる国 ・・・「知的・文化的な価値」
・ 人材、基礎研究、知的財産、研究基盤
・ 大学の活力に富んだ発展

◆国際競争力があり持続的発展ができる国 ・・・「経済的な価値」
・ フロントランナー時代の我が国のイノベーションシステムの構築

◆安心・安全で質の高い生活のできる国 ・・・「社会的・公共的な価値」
・ 安全・安心な社会への貢献、公的サービスや課題解決への貢献
・ 科学技術による我が国のソフトパワーとしての魅力への貢献（先端技術、価値観、文化、伝統）

第
３
期
科
学
技
術
基
本
計
画

〜
2006

2010

３つの国の姿をいかに追求するか

出典：科学技術・学術審議会基本計画特別委員会第１回資料

・科学技術と人類の未来に関する国際フォーラム（11月開催予定）・鳥インフルエンザ国内発生
・東欧等10か国がEUに加盟

2004年
(平成16年)

・ヒトゲノム解析完了・SARSが世界的に流行
・米国等によるイラクに対する武力行使

2003年
(平成15年)

・国連・ヨハネスブルグサミット開催（リオプラス10）・住民基本台帳ネットワーク導入2002年
(平成14年)

・第２期科学技術基本計画（平成13～17年度）・米・同時多発テロ
・BSE国内発生確認

2001年
(平成13年)

・米・国家ナノテクノロジー・イニシアティブ(NNI)策定
・ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律制定

2000年
(平成12年)

・世界科学会議開催（ブダペスト会議）
・JCO臨界事故

・EU・経済通貨統合（単一通貨ユーロ導入）
・コンピュータ西暦2000年問題

1999年
(平成11年)

・英・「競争力白書」発表（知識を原動力とする経済社会（the knowledge driven economy）の実現を目指す）1998年
(平成10年)

・気候変動枠組条約締約国会議（京都議定書採択）
・臓器の移植に関する法律制定

・香港が中国に返還1997年
(平成９年)

・国際標準化機構・「ISO14000」シリーズの制定
・英・体細胞クローン羊ドリー誕生
・第１期科学技術基本計画（平成８～12年度）

・O157が国内で流行1996年
(平成８年)

・科学技術基本法制定・阪神・淡路大震災
・地下鉄サリン事件

1995年
(平成７年)

・世界貿易機関（WTO）発足1994年
(平成６年)

・米・「米国経済成長のための技術」発表
（技術政策を経済戦略の主要要素として位置付け）

・米・情報スーパーハイウェイ構想「全米情報基盤（NII）」発表
・環境基本法制定

・平成の大凶作
・欧州連合（EU）成立

1993年
(平成５年)

・国連環境開発会議（地球環境サミット）
（リオデジャネイロ）

・民生用インターネット接続サービス開始

1992年
(平成４年)

・携帯電話サービス開始・湾岸戦争
・ソビエト連邦解体

1991年
(平成３年)

・ベルリンの壁崩壊
（冷戦の終結）

1989年
(平成元年)

科学技術をめぐる内外の動き社会・経済の動き

科学技術と社会に関する近年の動き

出典：科学技術白書（平成１６年版）-２-



出典：科学技術白書（平成15年版）
注）国勢調査における「自然科学系研究者」、「技術者」及び「大学教員」の年齢（５歳階級）別従事
者の同世代の人口に占める比率が、今後も変化しないと仮定して、文部科学省において推計。

注）1990年までは、国勢調査による実数値で、年齢不詳の数は含まない。2000年以降は、国立社会保障・人口研究所
「日本の将来推計人口（平成14年1月）」中位推計値
出典:厚生労働省「厚生統計要覧（平成１３年版）」

我が国の人口の動態 将来の研究者・技術者の従事者数の推計

日本の人口及び科学技術人材の将来推計
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・日本の人口は２００６年をピークに、２００７年から減少傾向。
・研究者・技術者も今後減少傾向。
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16 18 20 21 22 25
29 31 33 33 33 36 38 39 41 42 42 43 43 41 41 41 41 42 42 41 44 47 47 48 49 52 54 55 56 57 58 59 59 59 60 60 61 60 60

4 5
6 6 6

8

11
12 13 13 13

14 14 15
16

17 17 18 18
21

22 22 23 24
25

25 25 24 23 22 21 19 17 14 13 12 11 11
15 18 18 19 20 20 22 22 21

25
27 29

31
34

35
36 36 34 34 34 33 32

31 31 31 33 34 34

18 18 18 18 1718 18

5

124
118119117117119120

118
123

119120122121124

130
133

137
141

146
150151151

155

162

168
173

177

186

198

205204
201

193
188188

168
172

164
161158156158

162

154
159

165
169

174

185

195

213

236

243

249

200

190

197 195

177

140

185

156

128
132133133

136

144
150

155
159

166

176
181180

177

170
165165

162

148
152

145
142

140
138139140

133133134133132
136

140

150

160

99
102

96
93

156
160

116

87

137

85.1%

74.5%

55.7%

49.9%

0

50

100

150

200

250

300

35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32

（
万
人

）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

大学入学者数（万人）
短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

１８歳人口（万人）

S50年代前期計画 S50年代後期計画 S60年代計画 Ｈ5年度以降計画 Ｈ12年度以降構想

●　１８歳人口　＝　３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数
●　進学率１　＝　当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８歳人口
●　進学率２　＝　当該年度の大学・短大の入学者数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １８歳人口
○　高校等卒業者数　＝　高等学校卒業者及び中等教育学校後期課程卒業者数
○　現役志願率　＝　当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当該年度の高校等卒業者数
○　合格率　＝　当該年度の大学・短大入学者数
　　　　　　　　　　 当該年度の大学・短大志願者数

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

合格率（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学：       42．4%
短大：         7．5%
高専4年次：0．8%
専門学校：23．7%

大学：47．4%
短大：  8．2%

進学率２（大学＋短大）

高専4年次在学者数

大学：42．4%
短大：  7．5%

（年度）

（文部科学省「学校基本調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口」より作成）

１８歳人口および高等教育機関への入学者数・進学率等の推移

-３-



日本は第１１位

知識への投資の対GDP比較

我が国社会は、「知」を創造し活用する力が最大の資源

→ 知識への投資状況はOECD加盟国の中では中位の水準にあるが「知」の創造とその
担い手になる人材養成に中核的な役割を担う高等教育への投資水準は低い状況

出典：科学技術政策研究所「科学技術指標」（平成16年版）

知識への投資
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当方優位
米国に対しては相手有利か同等、

欧州とは同等との回答が多く見られる。

アジア地域においては日本優位との

回答が多勢

韓国、中国の追い上げ

→さらに高い付加価値を創造し続
けていかなくては、日本は生き残っ
ていけなくなってきている。

現在の技術力の比較

現在欧米優位とする回答のうち、
格差の傾向への回答

現在日本優位とする回答のうち、
格差の傾向への回答

資料：文部科学省「民間企業の研究活動に関する調査（平成１４年度）」

注）米国、欧州、アジア諸国・地域における関連業種の
技術力（製造・生産力、研究開発力を含めた総合的な能
力）について比較したのもの。現在の技術力と最近の格
差の傾向とを併せて質問している。
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企業からみた技術力の国際比較
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「物の豊かさ」２８．７％ ＜ 「心の豊かさ」 ６０．０％
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心の豊かさ

物の豊かさ
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平

成

昭

和

そう思う
58.9%

わからない

6.9%

どちらともいえない
4.7%

どちらかというと

そう思う
21.6%

あまりそう思わない
4.8%

そう思わない

3.1%

今後の科学技術の発展は、
心の豊かさも実現するものであるべき 80.5% 
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関
心
を
有
す
る
割
合

％

20歳代

全体

8687 9081 95 981976 2004年

○科学技術への関心が、5年前に比べ
て低下（5ﾎﾟｲﾝﾄ）。
○特に、２０歳代で顕著（10ﾎﾟｲﾝﾄ）。

※出典：内閣府「科学技術と社会に関する世論調査」 （平成16年2月）

科学技術と社会の関わり

科学技術についてのニュースや話題への関心について

人々の求める豊かさ 科学技術の方向性に関する国民意識の変化

出典：科学技術基本計画（平成１３年～平成１７年）に
基づく科学技術政策の進捗状況（内閣府）

国際競争力評価

主要国の国際競争力に関する総合順位（IMD調査） 主要国の競争力の成長性に関する総合順位（WEF調査）

・国際競争力については、下げ止まり、順位を回復している。

-５-
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(輸出／輸入）
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110
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0

（単位：億円）

出典：科学技術白書（平成16年版）

我が国と各国（地域）との技術貿易動向

・我が国と主要国との技術貿易収支比は、年度によってばらつきはあるものの、長期的には増加傾向を続けている。
・地域別の技術貿易を見ると、すべての地域で出超の傾向が続いている。

我が国と主要国との技術貿易動向 我が国の地域別技術貿易額（平成１４年度）

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

英国 2.95
米国 1.73

ドイツ 1.27

フランス 0.44

論文発表件数シェア上位２０か国・地域（１９９１年、１９９６年及び２００１年）

・日本の論文数シェアは、英国を抜き、２００１年に世界第２位。

-６-
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注：各年の値は５年重複データ（５年間に出版された論文が、その５年間に他の論文から引用された回数の総和）であり、図では、
例えば1981年～1985年の集計データは中央年の「1983」と表示した。

注：図には「プレ1期期間」 「第1期期間」「第2期期間」と示したが、基本計画の影響が実際に論文データに表れるまでには数年以上
要することに注意が必要である。

データ：ISI, “National Science Indicators 1981-2003”

出典：科学技術政策研究所

日本のみ（拡大図）日本・米国・EU-15の論文数シェア、被引用数シェアの推移

日本・米国・EUの論文数シェア、被引用数シェアの推移

・ 日本の論文の被引用数シェアは相対的に小さいが、第１期基本計画期間以降、上昇傾向。

日本のみ（拡大図）

注：特許の被引用数は観測期間に依存するが、ここでは2003年までの米国特許データベースにより被引用数を計算した。
データ：CHI Research Inc. “International Technology Indicators 1980-2003”
出典：科学技術政策研究所

日・米・EU-15の米国特許登録件数シェアと
被引用数シェアの推移
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日・米・EU-15の米国特許登録件数シェアと被引用数シェアの推移（1980-2001年）

・ 米国特許の登録件数シェアに関しては、日本はＥＵを上回っており、被引用数シェアも比較的高い。
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0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

政府の競争的研究資金の量

研究施設・設備の充実

研究テーマ設定の自由度

国内の研究者のネットワーク

経常的な研究資金の量

国際的な研究者のネットワーク

研究資金の利用し易さ

大学院生（博士課程）の人数

ポストドクターの人数

研究時間

研究資金の要求・公募の制度の適切性

研究支援者の充実

研究スペース

産学官連携・技術移転をサポートする制度

ポストドクター以外の若手研究者の人数

外国人研究者の人数

研究者の流動性

自己の所属機関の組織や内部制度の改変

教員・研究者の評価の制度化

所属機関における研究者の任期制の導入

研究プロジェクトの評価の制度化

地域における連携をサポートする制度

回答割合

1番に影響を与えたと回答

2番に影響を与えたと回答

3番に影響を与えたと回答

有効回答：523名

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

研究時間

研究スペース

経常的な研究資金の量

研究支援者の充実

研究資金の利用し易さ

ポストドクターの人数

大学院生（博士課程）の人数

ポストドクター以外の若手研究者の人数

研究資金の要求・公募の制度の適切性

研究施設・設備の充実

自己の所属機関の組織や内部制度の改変

政府の競争的研究資金*の量

教員・研究者の評価の制度化

研究プロジェクトの評価の制度化

所属機関における研究者の任期制の導入

研究テーマ設定の自由度

研究者の流動性

産学官連携・技術移転をサポートする制度

外国人研究者の人数

国内の研究者のネットワーク

国際的な研究者のネットワーク

地域における連携をサポートする制度

回答割合

1番障害になったと回答

2番障害になったと回答

3番障害になったと回答

有効回答：450名

５．２ 高被引用度論文(2001年)の研究活動に影響を与えた研究環境

(a) 好ましい影響 (b) 障害・制約

データ：科学技術政策研究所 「トップ･リサーチャーから見た科学技術政策の効果と研究開発水準に関する調査」（2004年10月～12月）

高被引用論文（２００１年）の研究活動に影響を与えた研究環境

・ 好ましい影響を与えた研究環境の要素としては、「政府の競争的資金の量」という回答が最も多い（有効回答
42.3％）。
・ 障害・制約となった研究環境の要素としては、「研究時間」 （有効回答の37.1％） 、「研究スペース」（有効回答
22.9％）、「経常的な研究資金の量」（有効回答21.6％）をあげる回答が多い。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年前と
比較した現状

5年前と
比較した現状

回答割合

向上 やや向上 変化せず やや低下 低下 無回答

全
分
野

(a) 日本の論文の存在感の変化
（日本の論文のシェアなど）

(b) 日本のトップレベルの論文の変化
（被引用度の高い論文など）

データ：科学技術政策研究所 「トップ･リサーチャーから見た科学技術政策の効果と研究開発水準に関する調査」（2004年10月～12月）
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1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10年前と
比較した現状

5年前と
比較した現状

回答割合

増加 やや増加 増加も減少もせず やや減少 減少 無回答

全
分
野

（ｎ=846） （ｎ=846）

トップリサーチャーによる日本の研究開発水準の変化の認識

・ 回答者は自分の研究分野において、日本の論文は10年前、５年前と比較して、量的にも質的にも向上している
と見ている。
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被引用頻度ランク別の日本論文のシェア被引用頻度ランク上位レベルでの
日本論文のシェアの推移

注：「被引用頻度ランク」のデータは、全てのSCI収録論文を、被引用頻度（＝被引用回数を分野・発表年に応じて基準化した値）により、
上位１％、１０％、・・・・と階級ごとに区別したデータ。日本論文のシェアは、各被引用頻度ランク別の論文中に、日本の論文が占める割合。

注：論文の被引用度は観測期間に依存するが、ここでは2002年までの論文データベースにより被引用度を計算した。そのため、2002年に近い
年のデータほど不安定な面があることに注意が必要である。

データ：SCI (CD-ROM版)に基づき科学技術政策研究所が集計
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世界のトップレベル論文における日本論文

・ 日本の論文は、被引用頻度ランク上位レベル（＝世界のトップクラス）において、世界でのシェアが増加している。

また、全体でもシェアが増加している。

米国特許におけるサイエンス・リンケージの推移

出典：科学技術政策研究所「基本計画の達成効果の評価のための調査－平成15年度における主な成果－」（平成16年5月）
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・科学の成果（論文）と新技術（特許）の結び付きの強さを示す指標である米国特許に関する主要国のサイエンスリンケージ（米国
特許１件当たり）に引用されている科学論文の引用回数）の推移をみると長期的には増加傾向であるが、近年は同水準で推移。
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科学研究費補助金

光 通 信 の 実 現

・超高速のブロードバンド
時代の実現

機能性食品(※)という新分野の
創出※成人病や老人病などの病
態に対応した機能を有する食品
(例:β-カロチン,リノール酸)

半導体多層薄膜構造による
光集積回路用レーザの研究
（末松 安晴・国立情報学研
究所長）S41～

ポリアセチレンフィルム
の半導体としての応用に
関する研究

（白川 英樹・筑波大学名
誉教授）S44～

食品機能の系統的解析と展開
（藤巻 正生・東京大学名誉教
授、お茶の水女子大学名誉
教授）S59～

科学技術振興調整費

インターネット通信においてこれ
までの世界記録よりも約３倍速い
データ転送を実現

・6.8Gbps:DVD１枚分のデー
タを約５秒で送信可能

SARSの感染を１時間以内で判
定できる検査キットの開発に
成功

携帯電話の部品となる高性能・
高品質材料創造技術の開発、特許
出願、ベンチャー企業による商品
化

科学技術研究向け超高速ネット
ワーク基盤整備
（平木 敬・東京大学教授）
H13～H15

重症急性呼吸器症候群(SARS)の診
断及び検査手法に関する緊急調査
研究
（吉倉 廣・国立感染症研究所）

H15 H8～H13

ITを支えるオプトメディア
結晶の実用開発

（北村 健二・物質・材料研究機
構）H14～H16

戦略的創造研究推進事業

不斉合成（２つの鏡像分子の
うちの一方を作り出すこと）
を実現するための触媒を開発

・成果の一部がノーベル化学
賞(2001)に繋がる

・医薬・農薬・香料等の開発
や製造に広く応用始まる

量子コンピューター等の量子情
報技術分野を開拓
・光子による量子力学の基本
的な原理の実証と量子状態
の人工的な制御

未分化細胞から必要な諸器官を
形成する“器官発生工学”の礎
・いくつかの臓器を独自の設
定状況下で人為的に作成す
ることに成功

・再生医療へ繋がる基礎的成果

野依分子触媒プロジェクト
（野依 良治・理化学研究所
理事長）H3～H8

電気を通すプラスティックの実用化

・携帯電話の電池など様々
な電子部品などに利用 山本量子ゆらぎプロジェ

クト
（山本 喜久・国立情報学研
究所教授、スタンフォード

大学教授）H5～H10

器官形成の分子機構
（浅島 誠・東京大学教授）
H8～H13

独創的革新技術開発研究提案公募制度

生活習慣病の原因遺伝子の解明
に成功

・糖尿病への臨床治験応用
が期待される

インフルエンザのワクチン・
遺伝子ライブラリーの確立
・インフルエンザイウイルス
の分布を解明

・WHOを介して世界に情報
提供

全ゲノム解析による糖尿病・肥
満などの生活習慣病の原因遺伝
子の解明と遺伝子改変動物の作
製による治療薬の開発に関する
研究
（門脇 孝・東京大学教授）
H12～H14

インフルエンザ制圧のための
研究開発
（喜田 宏・北海道大学教授）
H12～H14

文部科学省の競争的資金による成果例

資料：文部科学省調べ

独創的・先端的基礎研究 世界唯一・最高性能の大型研究施設・設備等

地球シミュレーター
【海洋研究開発機構】

大型放射光施設
（SPring-8）
【原子力研究所/理化学研究所
/JASRI】

実大三次元震動破壊
実験施設（E-ディフェンス）
【防災科学技術研究所】

「大型ヘリカル装置（LHD）」
による核融合科学研究
【自然科学研究機構
(核融合科学研究所)】

「大型光学赤外線望遠鏡
『すばる』」による天文学研究
【自然科学研究機構(国立天文台)】

地球深部探査船
「ちきゅう」
【海洋研究開発機構】

従来の実績2,111m（米国）を大幅に上
回る海底下7,000mまでの大深度掘削
が可能
・世界初の地震発生帯掘削に
よる地震発生メカニズムの解明
・地球環境変動過程の解明
・地殻内生命圏の探索 等

世界最高性能（阪神・淡路大震災級の震度
７を再現）の震動台により、実大規模の構
造物の破壊実験が可能

・破壊メカニズムの解明に関する
技術開発
・低コストな耐震補強方法の開発
・長周期地震動対策

世界最高の性能（米国製の約20倍の実
効性能）により、大規模・高精度のシミュ
レーションが可能
・気候変動や地震伝播等の大規模 予
測シミュレーション
・自動車設計、ナノ、バイオ等、産業 分
野への応用も期待

世界最高の電子エネルギーを持つ放
射光施設。物質の構造・機能の分析・
解析等に優れた能力を発揮
・タンパク質の構造と機能の解析

・新薬の開発への貢献

・超微量成分分析 等

我が国独自のヘリカル方式としてイオ
ン温度世界最高値１億１３００万度の
高温・高密度プラズマを生成

・プラズマ科学や工学的応用研

究などの発展にも大きく貢献

１２８億光年のかなたにある宇宙誕生
から間もない銀河を観測

・米国のハッブル宇宙望遠鏡の

観測能力を超える成果
・銀河の誕生と進化の解明に大

きな貢献

（これから成果が期待される事例）

「Bファクトリー」による
素粒子物理学研究の推進
【高エネルギー加速器研究機構】

電子・陽電子の衝突頻度が世界最高
性能の加速器を用いて物質と反物質
の性質の違い（CP対称性の破れ）の
解明に迫る
・CP対称性の破れを発見し、小林・
益川理論が正しいことを証明
・標準理論では説明が困難な現象や
新粒子を発見したことを発表

「スーパーカミオカンデ」に
よるニュートリノ研究
【東京大学宇宙線研究所、
高エネルギー加速器研究機構】

小柴昌俊先生がノーベル物理学賞を
受賞した実験装置の後継装置で、世
界をリードする研究の展開により、素
粒子物理学の標準理論の見直しを迫
る
・ニュートリノに質量があることを
裏づける成果として、ニュートリ
ノ振動が起きている確率が
99.99％であることを発表

重粒子線がん治療装置
「HIMAC」
【放射線医学総合研究所】

世界最高の体深部までの炭素線照射
能力により、負担が少なく効果の高い
がん治療が可能
・有効性・安全性を実証し、高度
先進医療を開始
・２０００人超を治療 等

文部科学省の主な研究プロジェクトによる成果例

資料：文部科学省調べ-１０-



出典：内閣府「科学技術基本計画（平成１３年～平成１７年）に基づく科学技術政策の進捗状況」

２０００年以降に国際的な科学賞を受賞した日本人研究者

・ 2000年以降、多くの日本人研究者が国際的な科学賞を受賞している。
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